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地方独立行政法人化の類型

地方独立行政法人
会計監査・アドバイザリー関連サービス

より効率的かつ効果的な運営を目的として、地方公共団体が行う事
務・事業のうち、公立大学の設置・管理、公営企業相当事業の経営（病
院事業、水道事業等）、試験研究を行うこと等につき、独立した法人（地
方独立行政法人）として設立する動きが広がっています。その設立準
備に際しては、多くの作業を短時間で行う必要があるため、経験や実
績のある外部専門家を活用することで、スムーズな準備作業を行うこ
とができます。

地方独立行政法人では、公共性、透明性、自主性を基本理念とし、この基本理念を支え
るものとして、①自己責任、②企業会計原則、③ディスクロージャー、④業績給与制、の特徴が
みられます。

地方独立行政法人について

類型１：公立大学法人

公立大学の法人化にあたっての最も重要なポイントは、法人化を通じた大学業務改革であると考え
ます。

類型２：公立病院

公立病院の地方独立行政法人化に際しては、経営改善を第1の目標としながら、短期間で広範な
作業が求められます。

類型３：試験研究機関

それぞれの試験研究機関の特性を意識しながらの計画および目標の検討が、最も重要です。

すべての類型において、具体的には、以
下が重要であると考えます。
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1）設立　法に基づく設立準備

①定款、業務方法書等の検討
②新組織体制、新業務フローの検討

2）組織業務　新組織業務体制の構築

①諸規程の整備
②各種研修会の実施

3）人事　新人事制度の構築

①労務管理・人事評価制度の構築
②人事給与に係る規程、業務マニュアルの整備
③人事・給与システムの構築

4）目標　中期目標、中期計画、年度計画の策定

①定性的目標の検討
②定量化支援
③運営費交付金や法人化後の収支検討
④外部評価の在り方の検討

5）財務会計制度の構築　

①経理業務フローの検討
②財務会計に係る規程、業務マニュアルの整備
③予算管理、資金管理方法の検討
④財務会計システムの構築支援
⑤出資公有財産の確定および整理
⑥承継資産の整理

地方独立行政法人の設立準備のためのスケジュール（例）は、2年間の設立準備期間を前
提にした場合、以下のとおり検討事項が多岐にわたるため、十分な体制作りが必要です。
あずさ監査法人では、下記に関するアドバイザリー業務を遂行するに際しては、人事制度等
も関連してくるため、必要に応じて社会保険労務士とも連携しながら、効率的な設立準備を
支援します。

設立準備について

地方独立行政法人に対する主な支援項目
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ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。私たち
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